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白書（2017 年版）2によると、’96 年から’16 年までの 20 年間でゴルフ人口は 6 割減（13,800








図表 １-１ ゴルフ市場規模推移 
（出所）ゴルフ産業白書（2017 年版）を元に筆者作成 
                                                     
1 2018 年 1 月 1 日付で親会社の住友ゴム工業(株)に吸収合併されスポーツ事業本部となった 



























                                                     
3 R&A…「Royal and Ancient Golf Club of St. Andrews」／全英ゴルフ協会 
 USGA…「United States Golf Association.」／全米ゴルフ協会 
 共にゴルフ競技を統括する団体で、それぞれ全英オープン、全米オープンを頂点とするゴルフ競技主催が主な 
業務である。 
 USGA は米国とメキシコを、R&A は USGA 管轄外の全ての国が担当エリアで R&A の管轄エリアは非常に広 
い。 




































第２章  製造業のコモディティ化現象 









という 2 つの視点を提示している。 
図表 ２-１ 食品業界における販促費比較の上昇 
（出所）恩蔵 ,（2007）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』, pp.6. 
図表 ２-２ 主要企業の販促費率の比較 
（出所）恩蔵 ,（2007）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』 , pp.7. 
                                                     
4 恩蔵 直人 ,（2017）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』,有斐閣 , pp.2. 
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図表 ２-３ 一般個人による企業イメージ評価 






図表 ２-４ 2016 年 業種別広告費の伸び率（マスコミ四媒体広告費） 




第二節 日本製造業のコモディティ化 将来予測と対策論 







図表 ２-５ 2018年以降 5年の日本産業競争力マップ 







                                                     
5 ONE シンクタンク『みずほ産業調査 58 日本産業の中期見通し -向こう 5 年(2018-2022 年)の需給動向と求めら
れる事業戦略- 』（2017）No2 , p13-39 , 産業総合 
6 ONE シンクタンク『みずほ産業調査 57 デジタルイノベーションはビジネスをどう変革するか -注目の取り
組みから課題と戦略を探る- 』（2017） No1 , p1-14 , 産業総合 
12 
 
図表 ２-６ デジタルイノベーションの方向性 
（出所）Oneシンクタンク『みずほ産業調査57 ビジネスイノベーションはビジネスをどう変革するか』 , （2017）, 






の 3 点を示している。 
 
                                                     









































                                                     
8 恩蔵 直人 ,（2017）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』,有斐閣 , pp.2. 
9 延岡 健太郎 ,（2006a）,『MOT（技術経営）入門』, 日本経済新聞社 
10 今井 まりな ,（2016）,「経営学におけるカテゴリ研究の可能性 -コモディティ化プロセスの理解との関わり
で-」, 京都橘大学研究紀要 , Vol.42 , pp.105-119. 
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Vol.53-4 , pp.6-24. 
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図表 ３-１ 脱コモディティ化戦略論の比較 
（出所）東 ,（2017）,「脱コモディティ化戦略における顧客像」 
                                                     
13 延岡 健太郎 ,（2006b）,「意味的価値の創造：コモディティ化を回避するものづくり」,『国民経済雑
誌』,Vol.194-6 ,  pp.1-14. 
14 高嶋 克義 ,（2013）,「マーケティング戦略転換の組織的制約―脱コモディティ化戦略の実行可能性に基づい 
て―」,『流通研究』,Vol.16-1 , pp.61-76. 
15 東 利一 ,（2017a）,「脱コモディティ化戦略における顧客像」,『流通科学大学論集－流通・経営編－』














第一項 S-D ロジックにおける価値共創概念 










である。原著では，従来のサービスは services と複数形で表現し，S-D ロジックでい
うところのサービスは service と単数形で表現することで区別している。ここでのサ
ービスは，一方的に企業から顧客へ提供されるものではなく，企業と顧客との相互作






                                                     
16 Vargo, Stephen L. and Robert F. Lusch ,（2004）,「Evolving to a New Dominant Logic for Maeketing」, 
 『Journal of Marketing』,Vol.68 , pp.1-17. 
17 田口 尚史 ,（2010）, 「サービス・ドミナント・ロジック : 間接的サービス供給における 4 つの価値共創パ
ターン」,『横浜商大論集』, Vol. 43-2 , pp.90-121. 




図表 ３-２ G-D ロジックから S-D ロジックへの概念変遷 



















図表 ３-４ 価値共創のフロー 
（出所）村松 , 藤岡 ,（2011）,「価値共創型企業システムの概念化に向けた一考察」 
                                                     
19 延岡 健太郎 , （2008）,「価値づくりの技術経営：意味的価値の創造とマネジメント」,『IIR Working 
Paper』, Hitotsubashi University Institute of Research , Vol08-05 






図表 ３-５ 藤川ら（2012）価値共創の顧客プロセス 





る場を①顧客サイド内、②企業サイド内、③企業－顧客間の 3 ポイントであるとした。 
図表 ３-６ ダイナミックプロセスとしての企業－顧客間価値共創 
（出所）河内 ,（2014）,「S-D ロジックにおける価値共創に関する一考察」 
                                                     
21 藤川 佳則 , 阿久津 聡 , 小野 譲司 ,（2012）,「文脈視点による価値共創経営：事後創発的ダイナミックプロ
セス構築に向けて」,『組織科学』, Vol.46 , No.2 , pp.38-52. 




















                                                     
23 青木 弘行 ,（2012）,「持続的発展に向けた価値の創造 - 時間軸をデザインする時代 -」,『横幹』, 特定非営
利活動法人 横断型基幹科学技術研究団体連合 , Vol.6-1 , pp.5-8. 
24 大森 寛文 ,（2017a）,「価値共創マーケティング論におけるサービス・プロセスの概念と分析視座に関する考
察」,『明星大学経営学研究紀要』,Vol.12 , pp.71-93. 
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Paper』, Hitotsubashi University Institute of Research , Vol.08-05 
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図表 ３-９ イノベーションのプロセス分析 


























































































第５章  企業インタビュー 
第一節 バタフライボード 
 図表 ５-１ バタフライボード 商品ロゴ 
(出所) バタフライボード株式会社 ホームページ 
 
第一項 会社概要 




代表者 福島 英彦 ／ CEO Founder 




(出所) バタフライボード株式会社 ホームページ会社概要情報とインタビュー情報を元に筆者作成 
 
 福島 CEO は元オーディオメーカーの技術者。オーディオメーカー退職後、外資系家電メ
ーカー在職中に携帯型ホワイトボード／バタフライボードの開発に成功。2015 年にクラウド





第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-３ 開発商品：バラフライボード 2 
（出所）クラウドファンディング Makuake バタフライボード２ プロジェクト web ページ 
https://www.makuake.com/project/butterflyboard2/ 
 






























図表 ５-４ 2011 年発売 ノート型ホワイトボード「NU BOARD」 
（出所）日経トレンディ 聞いた、試した、すごかった！最新ビジネスギア情報局 
 頭の中を視覚化する「発想支援ノート」【進化系ノート 2012】 2012年 5月 25日 
http://trendy.nikkeibp.co.jp/article/column/20120521/1041091/?SS=expand-life&FD=-1633547779 
 
◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 





















◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 




「SNS Butterfly Board Members」は Facebook に設立されている非公開ページで、購入
者限定の招待制で運営されている。このツール上では、開発者からのアクションによりコ
ミュニケーションが開始されるものである。 



















第三項 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発事例 
◇付加される価値 ： 見えなかった価値の見える化    ＝ 新たな顧客属性 





























◇付加される価値 ： 潜在ニーズ提示 

















◇コミュニケーションスタイル ： 互いに抱く課題を解決する仲間 










図表 ５-５ コンプ商品ロゴ 
(出所) 株式会社コンプ ホームページ http://www.comp.jp 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-６ 株式会社コンプ 会社概要 
正式社名 株式会社コンプ 
本社所在地 東京都千代田区神田小川町 2-2 サンブリッヂ小川町ビル 5F 
設立 2015年 10月 13日 
代表者 鈴木 優太 ／ 代表取締役 CEO 




(出所) 株式会社コンプ ホームページ会社概要情報を元に筆者作成 http://www.comp.jp/company.html 
 
















図表 ５-７ ソイレント 商品パッケージ、栄養配合表示 




第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-８ 開発商品：完全食 COMP／POWDER 
（出所）コンプ ホームページ http://www.comp.jp/powder.html 
 






◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「“日本人向け”完全栄養パウダー」 







                                                     















◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 









◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
顧客とのコミュニケーションの場は「web 掲示板」と「クレーム対応」の二つである。 





                                                     
28 Wiki 方式とは web 上から簡単に内容を書き換えることのできる web 管理システムのことを指す。 



















第三項 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発事例 
◇付加される価値 ： 見えなかった価値の見える化    ＝ 新たな顧客属性 





























第四項 「Ⅲ．知見 融合型」開発事例 
図表 ５-９ 開発商品：完全食 COMP／GUMMY 
（出所）コンプ ホームページ http://www.comp.jp/gummy.html 
 







◇顧客の役割 ： 協同開発者、アイディア壁打ち相手 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者⇔顧客 同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 
















図表 ５-１０ Armonia 商品ロゴ 
(出所) Armonia ホームページ http://scarf.co.jp/company/ 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-１１ 合同会社 Armonia 会社概要 
正式社名 合同会社 Armonia 
本社所在地 群馬県桐生市本町 5丁目 51東武桐生ビル 1F cocotomo102 
設立 2016年 






(出所) 合同会社 Armonia ホームページ会社概要情報を元に筆者作成 
 
代表者の角田真住氏は、Armonia ホームページ29によると、 
「2014 年に多発性脱毛症を発症し、半年ほどで 3 分の１の髪を失う。同じ悩みを持つ脱
毛症の女性が生きやすい社会を目指し、2016 年に Armonia を設立。ヘッドスカーフ事
業を中心に、脱毛症の女性へ向けたソリューションを提案している。 




今回のインタビューは“代表者 兼 製品開発者”の角田真住氏に行ったものである。 
                                                     
29 Armonia ホームページ http://scarf.co.jp/company/ 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-１２ 開発商品：ヘッドスカーフ ＬＹＮＯＬＥＡ 
（出所）クラウドファンディング Readyfor ヘッドスカーフ web ページ 
https://readyfor.jp/projects/7651/announcements/44739 
 
◆課題認識 ： ・毛髪を失った女性に再び明るい日常生活を提供したい 




















図表 ５-１３ “ヘッドスカーフ 巻き方”google 画像検索結果 
（出所）2017年 12月 23日 google 検索結果 
 











図表 ５-１４ ヒジャブ 
（出所）CALA HIJAB SHOP ホームページ http://calahijab.thebase.in/categories/435177 
 
















第三項 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発事例 
◇付加される価値 ： 見えなかった価値の見える化    ＝ 新たな顧客属性 













◇コミュニケーションの場 ： 開発者→顧客 コンタクトパイプライン 
自身が属していた“脱毛に悩む女性”のコミュニティをベースとして、健常者の女性も









図表 ５-１５ Alopecia Style Project ホームページ 
（出所）Alopecia Style Project ホームページ 
https://alopecia20.wixsite.com/alopeciastyleproject 
 
























◇顧客の役割 ： 協同開発者、アイディア壁打ち相手 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者⇔顧客 同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 
◇コミュニケーションスタイル ： 互いに抱く課題を解決する仲間 


















図表 ５-１６ 三田三昭堂 セレクトショップロゴ 
(出所) MitaClub ホームページ http://www.mitaclub.co.jp/html/company/old_new.html 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-１７ 有限会社三田三昭堂 会社概要 
正式社名 有限会社 三田三昭堂 
本社所在地 群馬県館林市本町 3-1-10 
設立 1928年 





売上高 5億 7,000万円 （H27年 7月期） 
(出所) MitaClub ホームページ 会社沿革情報を元に筆者作成 
 











今回のインタビューは、“代表者 兼 商品開発者“の三田英彦氏に行ったものである。 
図表 ５-１８ MitaClub 店頭の三田代表 






第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
 
図表 ５-１９ 開発商品：万年筆「KATANA」／ペンどころグンマ産 
（出所）クラウドファンディング GREENFUNDING  万年筆「KATANA」プロジェクト WEB ページ 
https://greenfunding.jp/harebutai/projects/1972 
 
◆課題認識 ： ペンどころグンマの認知促進 
何故群馬をペンどころとして売り出したいと考えたのか。クラウドファンディング










                                                     

















◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「“群馬産”を謳った万年筆」 
「“刀モチーフグリップ”の万年筆」 




















◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 













第三項 「Ⅲ．知見 融合型」開発事例 
図表 ５-２０ 開発商品：墨インク「龍脳」 
（出所）楽天市場 三田三昭堂 あなたブランド 商品 web ページ 
https://item.rakuten.co.jp/mita-club/kuretake-mksi-001/ 
 
◇付加される価値 ： 潜在ニーズ提示 












◇顧客の役割 ： 協同開発者、アイディア壁打ち相手 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者⇔顧客 同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 




















図表 ５-２１ i Robot 社 ロゴ 
（出所）i Robot 社 ホームページ https://www.irobot-jp.com/ 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-２２ i Robot Corp 会社概要 
正式社名 i Robot Corp 
本社所在地 8 Crosby Drive Bedford,MA 01730 USA 
設立 1990年 8月 
代表者 Mr.Colin M. Angle 
事業内容 Consumer Products 
資本金 272千ドル 
社員数 607名 
売上高 660,604千ドル （2016年 12月期） 
(出所) Yahoo Japan ファイナンス Web ページ 企業情報を元に筆者作成 
 
 i Robot Corp は日経情報ストラテジー2013 年 3 月号31によると、 








                                                     
31 日経情報ストラテジー , 201303 号 , P58-63 , あのプロジェクトの舞台裏 ルンバがロボット掃除機市場を創出 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-２３ 開発商品：Ｒｏｏｍｂａ（ルンバ） 
（出所）i Robot 社 ホームページ ttps://www.irobot-jp.com/roomba/index.html 
 
◆課題認識 ： 掃除の自動化 
米国は日本よりも家事の自動化に対する意識が強いようで、日経産業新聞 2001 年 10 月
23 日の紙面32によると、 
「ディスポーザーで先行する米国の普及率は 65%。年率 1~2%で販売量が伸びている
という。日本国内では家庭用と業務用合わせて 40 万-50 万台が稼働しているが、普及





◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「自動掃除ロボット」 
1999 年に SONY がロボット型ペット／アイボを発売し「家庭にロボットを導入す
ること」が身近になりつつあった時代ではあったが、2002 年にルンバが発売されたタ
イミングには自動掃除ロボットは存在していなかった。 
                                                     
32 日経産業新聞 2001 年 10 月 23 日 , p10 , ディスポーザー 外資などが攻勢 
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◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
 顧客とのコミュニケーションの場は主に愛用者登録を行っている顧客を対象とした「ア


















図表 ５-２４ 東芝会社ロゴ 
(出所) 東芝ホームぺージ http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-２５ 株式会社東芝 会社概要 
正式社名 株式会社 東芝 
本社所在地 東京都港区芝浦 1-1-1 
設立 1875年 7月 
代表者 網川 智 ／ 代表執行役社長 
事業内容 エネルギー事業、社会インフラ事業、電子デバイス事業、デジタルソリ
ューション事業 
資本金 499,999,997,000円 (2017年 3月 31日現在) 
社員数 153,492名 (2017年 3月 31日現在) 
売上高 4兆 8,708億円 （2017年 3月 31日現在） 
東芝グループ経営理念 東芝グループは、人間尊重を基本として、豊かな価値を創造し、世界の
人々の生活・文化に貢献する企業集団をめざします。 
(出所) 東芝ホームぺージ 会社沿革情報を元に筆者作成 
 
 インタビューで取り扱った TISPY は、東芝社内で行われていたスタートアッププログラム
が開催する社内新規事業コンテストで入賞したアイディアを元に開発された製品である。 
考案者の米澤氏はメモリ事業部で Flash Air33の設計を担当しており、自身が担当する Flash 
Air の使い道を広げることを目指していて TISPY の発想に至っている。 
新規事業コンテストからの製品開発は東芝としても初めての試みだったこともあり、社内
                                                     
33 Flash Air とは無線 LAN 機能を有するメモリカード単体で無線 LAN アクセスポイントとして機能する。外部





今回のインタビューは、メモリ事業部所属で“TISPY 考案者 兼 開発者”の米澤遼氏に行
ったものである。 
図表 ５-２６ 東芝 Flash Air 
（出所）東芝ホームページ http://www.toshiba-personalstorage.net/endproduct/flashair/sdwe/index_j.htm 
                                                     
34 (株)スタッフ 本社：大阪府門真市 電気メーカーの製品開発サポートが得意で設計から小規模量産まで行う 




第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-２７ 開発商品：学習型アルコールガジェット「ＴIＳＰＹ」 
（出所）クラウドファンディング Makuake 「TISPY」プロジェクト web ページ 
https://www.makuake.com/project/tispy/ 
 








図表 ５-２８ TISPY 前身“酔った~“と製品紹介の同人誌 














図表 ５-２９ 楽天市場 アルコールセンサーランキング 
（出所）楽天市場 アルコールセンサーランキング https://ranking.rakuten.co.jp/weekly/208227/ 
 
◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
◇コミュニケーションスタイル：顧客発信の製品使用感想を逃さない 
TISPY の開発は、東芝社が製品開発を進める過程で、マクアケ社のクラウドファンディ
ング36プラットフォーム「Makuake」のプロジェクトとして製品の計画を 2016 年 3 月に開
示した。同年 6 月末に募集を終了し、目標 1,500 千円の約 10 倍となる 15,377 千円を集め
                                                     
















図表 ５-３０ 「Makuake」におけるプロジェクトの結果とコメント機能 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第二節 「Ⅰ．開発者課題 解決型」 
第一項 開発スタイルの重要ポイントに関する考察 
付加される価値        ：見たことが無い課題解決の手段 

























                                                     
37 室井 みや ,（2000）,「選択的注意における知覚的負荷の影響 : 知覚的負荷とは?」,『京都大学大学院教育学























第三節 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」 
第一項 開発スタイルの重要ポイントに関する考察 
付加される価値        ：見えなかった価値の見える化 
































































図表 ６-１ コンプ栄養価 一覧 
(出所) コンプホームページ http://www.comp.jp/ 
 
図表 ６-２ コンプ製品 背面デザイン 
(出所) 製品レビューサイト+LOG 「完全食コンプを飲んでみた。栄養、飲み方も紹介するよ。ダイエットにも
良い？ 2017/01/09」 http://koreimakaidesuka.hatenablog.com/entry/kanzensyoku-comp-first-review 
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第四項 「Jobs to Be Done」理論と「価値共創」 
















図表 ６-３ コンプの「Jobs to Be Done」 




すなわち、「Ⅱ．想定外顧客 探索型」は“second Job””third Job”を引き出すステージと言
                                                     
38 Clayton M.Christensen , Taddy Hall , Karen Dillon , David S. Durcan ,  





第五項 i Robot / ルンバ、東芝 / TISPY に関する考察 
インタビューでは、i Robot / ルンバ、東芝/ TISPY 共に「Ⅱ．想定外顧客 探索型」への
ステップアップは確認できなかった。しかし開発の手を自ら止めてしまった訳ではない。 
 
◇i Robot / ルンバ 
 i Robot / ルンバは初代から順調に機能の正常進化を続けている。 




図表 ６-４ ルンバの機能進化 
発売年 モデル名 機能進化 
2004 年 ルンバディスカバリー 自動充電、部屋の大きさ自動判断 
2005 年 ルンバスケジューラー 掃除予約 
2007 年 ルンバ 500 シリーズ 操作性 簡易化 
2011 年 ルンバ 700 シリーズ 機動性能 向上 
2014 年 ルンバ 800 シリーズ 掃除性能 向上 
2015 年 ルンバ 980 ナビ搭載、IoT 化 
（出所）i Robot style 「ルンバ生誕 15 周年！これまでの歴史と進化とは 2017.09.19」を参考に筆者作成 
http://style.irobot-jp.com/4926/ 






図表 ６-５ ロボット掃除機 競合モデル 
（出所）暮らしラク「ロボット掃除機 6 社比較 2018。ルンバ、ダイソン、東芝、シャープ、パナソニック、日立












◇東芝 / TISPY 


























第四節 「Ⅲ．知見 融合型」 
第一項 開発スタイルの重要ポイントに関する考察 
付加される価値        ：潜在ニーズ提示 



















◇「価値共創型 新製品開発」スタイル 導入プロセス修正 
・「3 スタイル・3 ステップ」仮説モデルへの「1 スタイル」追加 
三田三昭堂／万年筆事例のインタビューにおいて、「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発
スタイルの初期仮説「顧客の役割」と「コミュニケーションスタイル」が否定された。 




◇「価値共創型 新製品開発」スタイル マネジメントポイント修正 
・ステップ移行時の「開発者 着目ポイント」追加 






















図表 ７-１ コト・マーケティングの展開 




図表 ７-２ 意味的価値創出の２ステップ 






















































































































































































































































































































































































































































































図表 ７-４ ダンロップスポーツ(株) 企業理念、経営ビジョン 
































英彦 CEO/Founder、株式会社コンプの鈴木優太代表取締役 CEO、合同会社 Armonia の角田






 2 年間共にゼミや W-SPACE、早稲田大学図書館、YAHOO Lodge などで互いに学びあい、
仕事と学業の両立の忙しさを切磋琢磨し励まし合いながら一丸となって乗り越えてきた長
谷川ゼミの仲間にも心から感謝致します。 
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